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人は社会的発
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ィ (identity

 

アイデ

れたい

 

通常我々はこ

の自分」を秩
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ティティ（自

発達の過程に

点の取得）、そ

男（長女）とし

人としての自

としての自分

（女）としての

社の一員とし

本人としての

イン好きな自分

ラシック音楽好

典型的な例で

y/ID)」と呼ぶ。

デンティティは

い自分」のこと

このようなそれ

秩序立て統合

ura 

自我同一性

において、多

それぞれの他

しての自分 

分 

分 

の自分 

しての自分 

の自分 

分 

好きな自分 

である。この「～

。 

は相手との関係

とである。 

れぞれの「～

して自我同一

 

性） 

多くの他者（集

者・集団・社会

～としての自分

係性（コンテキ

～としての自分

一性（ego-ide

集団を含む）と

会に対する複

分」あるいは

キスト）の中で

分」を意識し、

entity）を形成

と関わり、それ

複数の「～とし

「～として見ら

で定義される「

選択しつつ

成している。

れらの価値・規

しての自分」を

られたい自分

「～としての自

行為し、自ら

1 

規範・役割期待

を獲得する。 

分」のことを「ア

自分」「～として

らの中でこれら

 

待などを取得

アイデンティテ

て見ら

らの「～として

得

テ

て
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プライバシ

 

「～としての自

 

データ

 

これは、相手

この関係性を

 

プライ

 

往々にして、

たとえば取

を着る人間に

このことはそ

真が SNS か

あろう。 

 

あるコ

バシー

 

したがって、

てみよう。自宅

り、それを伝

ることは死活

 

あるデ

なく、

 

現在の日本の

面が強く、プ

の種類によっ

                   
1 昨今、ゼロ

にしても多く

ダ漏れしてい

である。 
2 ここでは簡
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シーの尊重

自分」は、意識

タ・情報の共有

手との関係性の

を尊重するとい

イバシーの尊

このコンテキ

取引先に動物

に不信感を持

の取引先に知

から転載され

コンテキストか

ーの侵害とい

あるデータ・情

宅でビジネス

えることはプラ

活問題になる。

データ・情報が

その情報が開

の個人情報保

プライバシー保

って決まる話で

                  
ロ・プライバシー

の場合「放尿

いると言っても

簡単化のため

ura 

重 

識的・無意識

有は、相手と

の価値を高め

いうことである

尊重とは、ある個

キストの中から

物愛護主義者

持っている。一

知られたくは

、取引先に見

から、本人の同

いう。 

情報がプライ

スをしている人

ライバシーの

したがって、

がプライバシ

開示・共有され

保護法を含む

保護にはなっ

ではなく、ケー

             
ー時代などと

尿・脱糞シーン

も実際には無

に、住所＝居

 

識的に、どのよ

との関係性の中

めようとする活

る。 

個人が保とう

らデータ・情報

者がいたとしよ

一方自分は、プ

ない。しかし

見られてしまっ

同意なしにデ

イバシーデー

人にとっては、

の侵害にはなら

住所を公開

ー情報である

れたコンテキ

む多くの個人

ていないこと

ースバイケー

と言われ、自分

ンをネットに流

無意識に選択し

居所とする。

ような情報を相

中のような、あ

活動の中で行

うとしている関係

報を外に取り出
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プライベートで

し、ひょんなこ

って関係性が

データ・情報を

タだというよう

、そのビジネス

らない。一方
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るか否かは、そ

キストによって規

人情報保護法
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分の生活や行
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に思われる。プ

れなければな
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プライバシー
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がそのお気に入
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の関係性を損

成り立たない。

住所を広く知っ

害者にとっては

の侵害となる

種類によって規

ちらかというと

プライバシー保

ならないことも多

に垂れ流す傾

ば NO と答え

ライバシーな
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われている。 
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められることが
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が多く想定さ

法制の制定と共
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される。諸外国

共にコミッショ

ナー制度の制定

 

国と異なり、日

ョナー制度の

定が
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同意フレー

 

したがって、

須となる。この

 

同意フ

得るた

 

同意を得る際

この理解が十

レームワーク

 

同意を

するこ

 

逆に言えば、

とは、同意フ

 

錯誤無
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の同意をとる方
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ための技術的
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十分でなく、誤

クにおいては、

を得る際には

ことが重要であ

、錯誤無効を

フレームワーク

無効を産まな
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ーを尊重するに

方法のことを

クとは、情報を

的フレームワー

同意が何を意

誤解に基づい

、その同意が

は、本人の理解
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を主張されない

クの重要な検討

ないようなユー

 

には、あるデ

、同意フレー

をあるコンテ

ークのことを指

意味しているの

いて同意してし

が錯誤に基づ

解が得られて

いためには、

討課題である

ーザーインター

データを別の場

ームワークとい

キストから他の

指す。 

のかを本人が

しまうことが往

くものでない

ていることを確

どのようなユ

る。 

ーフェイスは同

場所に移そう

いう。 

のコンテキス

が理解してい

往々にある。こ

ことを確認す

確認し、それを

ーザーインタ

同意フレーム

とするときに本

ストに移動する

ることが重要

これを錯誤に

することが重要

を後に証明でき

ターフェイスを

ワークの重要

4 

本人の同意を

る許可を本人

要である。 

に基づく同意と

要である。 

きるような形で

を持っているべ

要課題である。

 

をとることが必

から

という。同意フ

で記録

べきかというこ

。 

必

フ

こ
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同意は、対面

ザーインター

ての一面を持

 

Open

 

インターネッ

1. 今ま

Aut

2. デー

3. デー

Attr

 

上記の 1. を

われるが、こ

ことにある。 

 

OpenID®に

 

 

図２,3 は、日

ル予約に必要

                   
3 相手を正し

暗号を利用す

Nat Sakimu

ームワーク

面（口頭）や書

ーフェイスを通

持っている。 

nID®は、デー

ト上で同意を

まさに同意をし

thentication

ータの内容、転

ータの転送（許

ribute Shar

を「認証」、2. 

れは、上記の

おけるユーザ

日本航空にお

要な情報を実

                  
しく識別し、そ

するのが簡便

ura 

クの一例と

書面でとること

通して取得す

ータ提供の同意

をとり、データを

しようとしてい

n） 

転送先、条件

許可した相手

ring、Sendin

を「許可」と

の 1. に注目

ザー同意の流

おいて実際に

実際に転送す

             
その相手だけ

便である。 

 

としての O

とも可能である

ることが有効

意確認をとる

を転送するた

いるユーザーが

件の、上記ユー

手を正しく識

ng Claims)

呼ぶことも多

した発言であ

流れは以下の

図 1

利用されてい

するにあたって

が情報をうけ

OpenID®

るが、インター

効である。Ope

るための、フレ

ためには、以下

が、同意を与

ーザーによる確

識別子、その

多い。「OpenI

ある。しかし、O

の図のようにな

 
OpenID®の

いるホテル予

て、ユーザー

けとれるようにす

ーネット上で

enID®は、この

レームワークで

下のプロセス

与えうる本人で

確認（同意確

相手だけが

D®は認証フ

OpenID®の本

なる。 

のフロー 

約の画面であ

に同意を求め

することを Au

は、コンピュー

の同意をとる

である。 

を経なければ

であることの確

確認、認可、許

うけとれるよ

レームワーク

本質は、1. 2

ある。これは、

めている画面

udience Res

5 

ータや携帯電

るためのフレー

ばならない。 

確認（本人確

許可、Author

うな形で）3 

クである」としば

2. 3. すべて

、OpenID®を

面である。 

striction とい

 

電話上のユー

ームワークとし

確認、「認証」、

rization） 

(属性転送、

ばしば巷間言

てを持っている

 

を使って、ホテ

いう。公開鍵

ー

し

、

、

言

る

テ
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このようにして
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てデータの提

ura 

図 3 日本

提供が行われ

 

図 2 日本

本航空の Ope

れたさい、誰に

本航空におけ

enID®でのデ

に、どのような

る認証画面

データ提供同意

な条件で、いつ

意画面の例 

つ提供された

6 

 

 

たのかが記録

 

録されるべきでで
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のレベルでは

ura 

はほとんど管理

 

理不能である

図 4

ることが分かっ

提供情報管

っている。）図

理画面 

提供の停

図３は、JAL の

停止 

7 

の提供情報管

 

管理画面であ

 

あ
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第三者提

 

OpenID®に

という。 

IdP は、多く

属性情報には

形質とは、生

（狭義の）属性

どの識別子や

嗜好は、好き

関係性は、あ

含まれる。こ

ちネットワーク

 

ある存

ち、ネ

 

こうした情報

証や属性を

ったが、Ope

デンティティ

OpenID®, S

 

第三者提供ア

と呼ばれるサ

が提供する情

IdP が提供す

在する。 

 

同様に、RP

ユーザー自身

場は完全にな

 

                   
4居住地選択

人口がモビラ

て、住所をあ

る。 

Nat Sakimu

提供アイデ

おいて、認証

くの場合、属性

は「形質」「（狭

生年月日や性

性は、形質に

や、位置情報

きな食べ物、好

ある店舗の顧

れらをデジタ

ク上に存在す

存在のデジタ

ネットワーク上

を受け取るサ

IdP に「依存

enID®のような

（Third Par

SAML, Infoc

アイデンティテ

サーバーが受

情報の信頼度

する情報がど

が受け取った

身も知ることは

ならず効率的

                  
択の法的およ

ライズされてき

あたかも形質情

ura 

ンティティ

証を行うサーバ

性情報の提供

狭義の）属性

性別、眼の色、

に比べ変化す

報などがある。

好きな音楽な

顧客としての関

タルに記録しま

するもののこと

タル表現した（

上に存在するも

サーバーのこ

存」するからこの

なシステムでは

rty Provide

card, Kerbe

ティ・モデルで

受け取り、何ら

度を RP は知

どの程度信頼

た情報を適切

はできない。

的でないため、

             
び経済上の

きている昨今

情報であるか

 

ィ 

バーのことを、

供も行う。 

」「嗜好」「関係

指紋など、変

する速度が早

特殊なところ

など、好みをあ

関係や、友人

まとめたものが

とを特に「ネッ

広義の）属性

ものをネットワー

とを、Relyin

のように呼ば

は、これが Id

ed Identity）

eros などがあ

では、IdP と呼

かのサービス

知っていると言

頼できるのかを

切に取り扱うと

ここにも情報

、これを解消

自由が無い場

では、住所を

かのごとく扱うの

、Identity P

係性」が含ま

変わらないか

早いもので、代

ろでは、パスワ

あらわすもので

人関係などがあ

が「デジタル

ットワーク・アイ

性情報の集まり

ーク・アイデン

ng Party (R

れる。従来型

dP と RP に分

）」という。Thi

ある。 

呼ばれるサー

スを提供する。

言える。しかし

を RP が知っ

と宣言していて

報の非対称性

消ないしは緩和

場合、住所は

を形質情報とし

のは時代に即

Provider (Id

まれる。 

、ゆっくりしか

代表的なもの

ワードなども属

である。 

ある。昨今話

・アイデンティ

イデンティティ

りをデジタル

ンティティと呼

RP) という。直

型の Web サー

分離している

ird Party P

ーバーが提供

。IdP と RP

し、異なる主

ているとは言

ても、本当にそ

性が存在する。

和する政策を

はあたかも形質

して取り扱うの

即しておらず、

dP)ないし、O

か変化しないも

に住所4、電話

属性情報の一

話題のソーシャ

ィティ(Digita

ィ(Network I

・アイデンティ

呼ぶ。 

直訳すれば、依

ービスなどでは

。このようなモ

Provided Id

供する認証やそ

が同じ主体に

体が提供して

言えない。ここ

そうかを知るこ

。情報の非対

とることが必要

質情報である

のは適切でな

、そのために

8 

OpenID® Pr

ものである。 

話番号、メー

一種である。 

ャルグラフもこ

al Identity)で

Identity)」と呼

ィティという。こ

依存者である

は、RP と IdP

モデルを「第三

dentity の代

その他の属性

に管理されて

ている場合、一

こに、情報の非

ことは、一般的

対称性が存在

要である。 

るかのごとき様

ない。「基本４情

に様々な問題が

 

ovider (OP

ールアドレスな

この関係性に

であり、そのう

呼ぶ。 

このう

る。これは、認

P は一体であ

三者提供アイ

代表例として、

性情報を、RP

ていれば、IdP

一般的には、

非対称性が存

的には IdP も

在するとき、市

様相を示すが

情報」といっ

が起きてい

) 

な

に

う

認

あ

イ

、

P

P

、

存

も

市

が、



©2010 by N

第三者

称性が

 

この対策とし

監査を行ない

 

情報の

である

 

このような監査

いう。 

 

なお、情報の

が有効である

評価する主観

                   
5 OASIS O

Nat Sakimu

者提供アイデ

が存在し、市

して代表的なも

い、その結果

の非対称性の

る。 

査制度と、次

の非対称性の

る。ここで、評

観的確率」5の

                  
pen ORMS 

ura 

デンティティの

市場は効率的で

ものが、第三

果を公表するこ

の問題を緩和

次節に述べる

の問題の緩和

評判情報とは

のことを指す。

             
TC の定義に

 

のモデルにおい

でない。したが

三者監査制度

ことによって、

和するには、第

契約や紛争解

和に当たっては

、「ある主体が

その意味で

による。 

いては、ユー

がって、この非

である。この制

本人申請ベ

第三者監査と

解決手段など

は、第三者監

がある性質を

は、監査結果

ザー、IdP、R

非対称性を緩

制度では、第

ースよりも格段

とその結果の公

どを備えた体

監査制度と共

を持っていると

果というのは評

RP夫々にお

緩和する政策

第三者が IdP

段に信頼度を

公表制度を導

体型のことを「ト

に、「評判情報

とする主張の

評判情報の特

9 

おいて情報の非

策が必要である

P、RP それぞ

を上げるもので

導入することが

トラスト・フレー

報（Reputat

の正しさに対す

特殊例であると

 

非対

る。 

ぞれについて

である。 

が有用

ームワーク」と

tion）」の活用

する第三者の

と言える。 

て

と

用

の
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トラスト・フ

 

「第三者提供

た契約を結ぶ

要になってし

すれば、全体

と、この「統一

 

第三者

決する

ワーク

 

これを制度と

い。 

 

トラス

 

また、この制

ばならない。

 

トラス

賠償責

 

このようなトラ

(OITF) があ

ズによって使

い方式である

 

トラス

きるだ

 

Nat Sakimu

フレームワ

供 ID 情報」の

ぶ必要が出て

しまう。これは

体と契約を行

一契約」はセッ

者提供 ID情

るための「審査

ク、それを第三

として設置しな

スト・フレームワ

制度のもと、各

 

スト・フレームワ

責任を認め、

ラスト・フレー

ある。具体的な

使っていくこと

ると言える。 

スト・フレームワ

だけ合致させ、

ura 

ワーク 

の利用を始め

てくる。これを

明らかにスケ

った形になる

ットになるもの

情報の情報の

査・認定」「統

三者として提供

なければ、ネ

ワーク・プロバ

各主体ともに、

ワークで定めら

実行しなけれ

ムワークの例

な検討の実施

が、クロスボー

ワークの検討に

、クロスボーダ

 

めると、上記の

個別にやると

ケールしない。

るようにして、必

のであり、これ

の非対称性、責

統一契約」「紛

供する主体の

ットワーク上で

バイダ制度を策

責任範囲を

られた契約に

ればならない

例としては、米

施にあたっては

ーダー時代・

にあたっては

ダー／クラウド

の非対称性の

と、対象の主体

。これをスケー

必要な契約数

れを行う者を「ト

責任分界点の

紛争解決手段

のことをトラス

で安心して I

策定しなけれ

定め、その範

に記載された責

。 

米国政府が推

は、ゼロベー

クラウド時代

は、米政府 OI

ド時代に備え

の問題に加えて

体が N いると

ールさせるた

数を N 個に

トラスト・フレー

の決定、契約

」を備えた枠組

ト・フレームワ

ID 情報を活

ばならない。

範囲での賠償

責任分界点に

推進している

ースで行うよりも

には相応しい

TFの例など

えるべきである

て、責任分界

と、N(N-1)/2

めには、中心

抑えるべきで

ームワーク・プ

約のスケーラビ

組みのことを

ワーク・プロバイ

活用し、経済の

償責任があるこ

に従い、各主体

Open Iden

も、これらの成

い、「ガラパゴ

を中心に、国

る。 

10 

界点の決定と

2 個という膨大

心となる契約者

である。上記の

プロバイダ」と言

ビリティの課題

をトラスト・フレー

イダという。 

の発展をはか

ことを認め、実

体同士で、相

ntity Trust 

成果を最低限

ゴス化・仲間は

国際的な流れ

 

それを反映し

大な契約が必

者一者と契約

の「審査・認定

言う。 

題を解

ーム

かることは難し

実行しなけれ

相互に

Framework

限のカスタマイ

はずれ化」しな

れにで

し

必

約

定」

し

れ

k 

イ

な
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（出所）Rund

認認

Nat Sakimu

del, et. Al, “

認定ID提供

登録・利

認定ID提供

登録・利

ura 

“The Open 

供機関

監査

監査

利用

供機関

監査

監査

利用

 

図 5 米

Identity Tr

受

信頼
プ

認

査結果登録

監査基準申請

契約

受

信頼
プ

認

査結果登録

監査基準申請

契約

 
 

米政府、OIT

rust Frame

受入ポリシー

頼フレームワ
プロバイダー

監査人

認定

請

受入ポリシ
受入ポリ
決定者（

監

契

利用者

受入ポリシー

頼フレームワ
プロバイダー

監査人監査人

認定

請

受入ポリシ
受入ポリ
決定者（

監

契

利用者利用者

TF の例 

ework (OIT

ー

ワーク
ー

シー
リシー
（政府）

監査基準認定

約

契約

認
定ID

提
供
機
関

一
覧
取
得

ー

ワーク
ー

シー
リシー
（政府）

監査基準認定

約

契約

認
定ID

提
供
機
関

一
覧
取
得

TF) Model” 

ID受

（政府

約

利

ID受

（政府

約

利

A

11 

をもとに作成

受入サイト

府・自治体）

用

受入サイト

府・自治体）

用

ADR 

 

 

成 
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Governa
 

法律は長年

ってきて、社

いる。 

 

この原因の一

たとえば、「印

「危殆化」して

課題を産んで

を用いること

同様のことは

 

こうしたことに

インセンティブ

 

一般に、市場

る。したがって

公平性の観点

があろう。 

 

                   
6 印鑑の定義
7 書証や書類
8 この考え方

Club で行わ

経済学者も入
9 厚生経済学

厚生経済学の

のは非常に残

Nat Sakimu

nce as a 

にわたり、社

社会の基盤たる

一つとして、個

印鑑」6というも

ており、証明

でしまっている

によって達成

は、書証7に関

に鑑み、個別

ブスキームを

場が効率的な

て介入が許さ

点は、その後

                  
義はどこでされ

類の定義はど

方は、2010 年

われた、Gove
入れて議論す

学の第一基本

の基本定理を

残念である。 

ura 

Platform

会の基盤をな

るよりも社会の

個別の技術な

ものは、日本の

能力は皆無で

る。（そもそも

成しようとして

関しても言える

の技術を指定

を中心としたゲ

なとき、政府な

されるのは、市

後である。現代

             
れているのだ

どこでされてい

年 9 月に、Ha
ernance 2.0 

することが必須

本定理の示唆

を無視した議

 

m 

なしてきた。し

の障害たるケ

などにあまりに

の法令で多く

である。にもか

も、「印鑑」の定

いた目的を記

る。 

定せずに目的

ゲーム論的に

などの介入は

市場が効率的

代的な法体系

だろうか？ 
いるのだろうか

arvard 大学

で議論され

須であると思わ

唆。そもそも、

議論はありえな

しかし、昨今の

ケースも散見さ

にも依存した形

くの場所で用

かかわらず、

定義は何かと

記述し、技術

的ベースで記

に再構成しよう

資源配分を阻

的でなくなる＝

系を考える際

か？ 
学 Berkman 
れた。いずれに

われる。 
およそ公共政

ないが、日本の

の急速な技術

されるようにな

形で立法が行

用いられている

法令に「印鑑

という問題もあ

術を記述しない

記述し、かつ法

うという考え方

阻害し、全体

＝市場の失敗

には、こうした

Center 主催

にせよ、このあ

政策にせよ産

の政策立案の

術進化や社会

なってきている

行われているこ

るが、現代にお

鑑」として指定

あるが。）これは

いことによって

法や政府の介

方も存在する8。

体の厚生を低下

敗が生じてい

た考え方も取

催で Washin
あたりのことに

産業政策にせ

の現場であま

12 

会の変化に追

ると、一部では

ことが多いとい

おいては技術

定してあるため

は、本来立法

て回避できた

介入を最小化

。 

下させることが

いる自体という

取り入れつつ行

ngton D.C. の

には、法学者だ

せよを考えるに

まりこれらを聞

 

追随できなくな

は認識されて

いうことがある

術的に完全に

め、さまざまな

法時に「印鑑」

た問題である。

化し、法体系を

が知られてい

うことになる9。

行われる必要

の Cosmos 
だけでなく、

に当たって、

くことがない

な

て

る。

に

な

」

を

い

要
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「新たな情

 

平成２２年５月

理大臣）から

から読み解く

 

新たな情報通

 

 

ここからまず分

トで定義され

保障と税の番

るのだが、ま

この路線に乗

 

Nat Sakimu

情報通信技

月１１日、高度

ら「新たな情報

く必要がある。

通信技術戦略

I. 基

II. ３

1. 

2. 

3. 

III. 分

1. 

 

分かるのは、

れているもので

番号（通称「共

まずはそこに入

乗らない手段

ura 

技術戦略」

度情報通信ネ

報通信技術戦

。 

略の構造は以

基本認識 

３つの柱と目標

国民本位の

地域の絆の

新市場の創

分野別戦略 

国民本位の

(1) 情報通

i) 

ii)

iii

iv

v)

vi

vi

国民 ID 制

であるというこ

共通番号」）と

入る前に、基

段はまず今回の

図

 

」と国民 ID

ネットワーク社

戦略」が発表さ

以下のようにな

標 

の電子行政の

の再生 

創出と国際展開

の電子行政の

通信技術を活

電子行政

) 行政サー

i) 行政ポー

ス向上 

v) 国民 ID 制

整備 

) 政府の情

i) 全国共通

ii) 「国と地方

度は、国民本

とである。この

と混乱した議論

本認識（ビジ

の議論の対象

図 6 新たな

D 制度 

社会推進戦略

された。国民 I

なっている。

実現 

開 

実現 

用した行政刷

政推進の基本

ービスのオンラ

ータルの抜本的

制度の導入と

情報システムの

通の電子行政

方の協議の場

本位の電子行

のあたりが昨今

論が政府内部

ジョン）、３つの

象外となるから

な情報通信技術

略本部（IT 戦

ID制度はこの

刷新と見える化

方針を策定

ライン利用に関

的改革と行政

と国民による行

の統合・集約化

サービスの実

場」の活用 

行政の実現の

今忘れられて

部も含めて展

の柱と目標（大

らだ。 

術戦略の構造

戦略本部、本部

の中で規定さ

化 

関する計画の

政サービスへの

行政監視の仕

化 

実現 

の特に行政刷新

て、国家戦略

開されている

大戦略）を見る

造 

13 

部長：鳩山由

されているもの

 

の策定 

のアクセ

仕組みの

新と見える化

略室で検討され

るので整理され

ることにしよう

 

由紀夫内閣総

のなので、ここ

化のコンテキス

れていた社会

れる必要があ

う。なぜならば

総

こ

ス

会

あ

ば、
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新たな情

 

新たな情報通

な文章なので

 

I. 

 

情報

消費者

であり

国民

会」へ

今回

民主権

る。ま

もある

この

に追求

間との

力に推

つまり、こうい

 

【ビジ

市民レ

しの質

 

そして、これを

 

【戦略

 

国民 ID 制度

 

国民

い。 

 

Nat Sakimu

情報通信技

通信技術戦略

で、以下に引

基本認識

報通信技術革

者である国民

り、そのために

民が主導する

への転換が実

回の情報通信

権の社会を確

また、これは、別

る。 

のため、戦略の

求し、ＩＴ戦略

の連携等を具

推進する。 

いうことだ。 

ジョン】情報主

レベルでの知

質を飛躍的に

を実現するた

略】ITの活用

度について考

ID制度は、

ura 

技術戦略の

略において、

用する。（下線

識 

革命の本質は

民が主導する社

に情報通信技

る社会では、市

実現し、国民の

信技術戦略（

確立するため

別途策定され

の実施に当た

略以外の各政

具体的に進め、

権革命を通じ

知識・情報の共

に向上させる。

ための基本的

用による徹底的

考えるとき、上

国民情報主権

 

 

の「基本認

「ビジョン」に

線は筆者によ

は情報主権の

社会への転換

技術が果たす役

市民レベルで

の暮らしの質を

ＩＴ戦略）は、

の、非連続な

れる新成長戦

たっては、これ

政策との連携、

、新たな国民

じ、情報主権

共有を通じた

 

的な手段が 

的な情報公開

記を常に念頭

権の確立と、

識」にみる

に類するものは

よる） 

の革命である。

換には、徹底

役割は大きい

での知識・情報

を飛躍的に向

過去のＩＴ戦

な飛躍を支え

戦略と相まって

れまでの関連政

関係府省間

民主権の社会

権を政府・提供

新たな「知識

開による透明化

頭において置

知識情報社

る「ビジョン

は「I.基本認識

。政府・提供者

底的な情報公開

い。 

報の共有が行

向上させること

戦略の延長線

える重点戦略（

て、我が国の持

政策が効果を

間の連携、政府

会が早期に確立

（出所）IT

供者から納税者

識情報社会」へ

化 

置かなければ

会への転換に

ン」 

識」の中に書か

者が主導する

開による透明

行われ、新たな

ができる。 

上にあるので

（３本柱）に絞

持続的成長を

を上げていな

府と自治体との

立されるよう、

戦略本部 新

者・消費者で

への転換を実

ならない。 

に資するもので

14 

かれている。

る社会から納税

明性の向上が必

な「知識情報

ではなく、新た

絞り込んだ戦略

を支えるべきも

ない原因を徹底

の連携、政府

国を挙げて、

新たな情報通

である国民へ転

実現し、国民の

でなければな

 

かなり感動的

税者・

必要

報社

たな国

略であ

もので

底的

府と民

、強

通信技術戦略

転換、

の暮ら

ならな

的

略 
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国民本位

さて、上記の

内で情報通信

の実現」だが

 

○ 2

に

え

に

能

○ 2

行

駄

に

○ 2

原

を

そして、その

 

III.

 

1.国

(1) 

【重点

○ 行

が

そ

き

○ 社

ス

て

る

○ 電

て

用

Nat Sakimu

位の電子行

の実現のため

信技術革命を

が、その内容と

2020年まで

に関係する主

えるようにする

に設置された

能とする。 

2013年まで

行政を監視し

駄を省き効率

にする。 

2013年まで

原則としてす

を実感できる

ための重点施

. 分野別戦略

国民本位の電子

情報通信技

点施策】 

行政サービス

が高いサービ

それらをオン

きるようにする

社会保障の安

スに汎用可能

ては、政府及

る。 

電子行政推進

て行政の効率

用対効果を総

ura 

行政の実現

にどうするか

を徹底し国民

として記載され

でに国民が、自

主要な申請手

る。この一環と

た行政キオスク

でに政府におい

し、自己に関す

率的に実現す

でに、個人情報

すべてインター

るようにする。 

施策として以

略 

子行政の実現

技術を活用した

スの中で、利用

ビス(例:住民

ンライン又は民

る。 

安心を高め、

能ないわゆる国

及び自治体に

進の実質的な

率化を推進す

総括し、教訓を

 

現 

かといいうのは

民本位の電子

れているのは

自宅やオフィス

手続や証明書

として、2013

ク端末を通し

いて、また、20

する情報をコ

することにより、

報の保護に配

ーネットで容易

下のことが記

現 

た行政刷新と

用頻度が高く

民票、印鑑証明

民間との連携も

税と一体的に

国民 ID制度

おいて、本人

な権能を有す

する。その前提

を整理する。

は、「II. ３つの

子行政を実現す

は以下の項目

ス等の行政窓

書入手を、必要

年までに、コ

して、国民の 5

020年までに

コントロールで

国民が、行政

配慮した上で、

易に入手するこ

記載されている

と見える化 

く、週 7 日 2

明、戸籍謄抄

も 含めてオフ

に運用すべく、

度の整備を行

人が監視・コン

する司令塔とし

提として、これ

 その教訓に

の柱と目標」に

する。」と記載

である。 

窓口以外の場

要に応じ、週 7

コンビニエンス

50％以上が、

に50％以上の

きる公平で利

政の見える化

２次利用可能

ことを可能にし

（出所）IT

る。 

24 時間入手

抄本等の 各種

フライン(例:

、電子行政の

行うとともに、自

ントロールでき

して政府 CIO

れまで の政府

にもとづき、上記

に「「国民主権

載してある。こ

場所において、

7日 24時間

スストア、行政

、サービスを利

の地方自治体

利便性が高い

化や行政刷新を

能な形で行政

し、国民がオ

戦略本部 新

手できることに

種証明書の入

行政キオスク

の共通基盤とし

自己に関する情

る制度及びシ

Oを設置し、 

府による情報通

記施策を含め

15 

権」の観点か

この「国民本位

、国民生活に

間、ワンストップ

政機関、郵便局

利用すること

体において、国

い電子行政を、

を実感できる

政情報を公開

オープンガバメ

新たな情報通

に よる国民の便

入手等)を特定

ク端末)で利

して、官民サ

情報の活用に

システムを整

行政刷新と連

通信技術投資

め、電子行政

 

から、まず政府

位の電子行政

に密接

プで行

局等

を可

国民が

、無

るよう

開し、

メント

通信技術戦略

便益

定し、

利用で

サービ

につい

整備す

連携し

資の費

政の推

府

政

略 
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進

上

コ

 

ようやく「国民

 

この(1) 情報

 

i) 電

ii) 

iii)

iv)国

v)政

vi)全

vii)

 

によって行わ

る行政監視の

 

v)国

 

社会保

のデー

併せて

理・合

の連携

いる情

を推進

組みを

 

上記から以下

 

 

 

Nat Sakimu

進に際しては

上 で、共通の

コードの連携

民 ID 制度」が

報通信技術を

電子行政推進

行政サービス

)行政ポータル

国民 ID制度

政府の情報シス

全国共通の電

)「国と地方の

われることにな

の仕組みの整

国民 ID制度の

保障・税の共

ータ連携を可

て、行政機関

合理化を行う。

携可能性を検

情報について

進するとともに

を整備する。

下の「国民 ID

ura 

は、費用 対効

の情報通信技

携等についても

が出てきた。 

を活用した行政

進の基本方針

スのオンライン

ルの抜本的改

度の導入と国民

ステムの統合

電子行政サー

の協議の場」の

なっているわけ

整備」でようや

の導入と国民

共通番号の検

可能とする電子

関による運用や

。また、インタ

検討する。 さ

ては、原則とし

に、行政機関

【内閣官房、

D 制度の要件

 

効果が高い領

技術基盤の整

も、その一環と

政刷新と見え

針を策定 

ン利用に関す

改革と行政サ

民による行政

合・集約化 

ービスの実現

の活用 

けだが、「国民

やく詳細が語ら

民による行政監

討と整合性を

子行政の共通

やアクセスの状

ターネットを通

さらに、各種の

て記載・添付

が保有する自

総務省、財務

件」がわかる。

領域について集

整備を行う。ク

として行う。 

える化は前述の

する計画の策

サービスへのア

政監視の仕組

民 ID制度」に

られる。 

監視の仕組み

を図りつつ、個

通基盤として、

状況を監視す

通じて利便性の

の行政手続の

付が不要となる

自己に関する

務省、文部科

 

集中的に業務

クラウドコンピュ

（出所）IT

のとおり、 

策定 

アクセス向上

みの整備 

（出所）IT

に関しては、こ

みの整備 

個人情報保護

2013 年まで

する第三者機

の高いサービス

申請等に際し

るよう行政 機

る情報について

科学省、厚生労

（出所）IT

務の見直し(行

ューティング 

戦略本部 新

戦略本部 新

この「iv)国民 I

護を確保し府省

でに国民 ID

機関の創設、公

スを提供する

して、既に行政

機関における適

て、国民が内

労働省、経済

戦略本部 新

16 

行政刷新)を行

等の活用や

新たな情報通

新たな情報通

ID制度の導

省・地方自治

D制度を導入

公的ICカー

るため、民間 I

政機関が保有

適切な情報の

内容を確認でき

済 産業省等】

新たな情報通

 

行った

や企業

通信技術戦略

通信技術戦略

導入と国民によ

治体間

入する。 

ドの整

ID と

有して

の活用

きる仕

】 

通信技術戦略

略 

略 

よ

略 



©2010 by N

国民 ID 制度

 

1. 国

会

い

2. 国

3. 国

4. 国

ル

5. 国

機

6. 国

7. 国

め

8. 国

つ

し

9. 国

国

10. 国

 

ここに至るも

番号議論が行

 

○ 官民汎用

○ 行政監視

○ インター

 

ということであ

在しなくて良

 

Nat Sakimu

度の１０要件

国民 ID制度

会へと情報主

い。（基本ポリ

国民 ID制度

自治体間のデ

国民 ID制度

国民 ID制度

ルできる制度

国民 ID制度

機関の創設し

国民 ID制度

国民ID制度

め、民間 ID

国民 ID制度

ついては、原

しなければな

国民 ID制度

国民が内容を

国民 ID制度

「国民 ID」な

行われている

用可能なデー

視の仕組みと

ーネットからの

あって、番号や

良い。） 

ura 

 

度は、政府・提

主権を逆転させ

リシー。これに

度は、官民サー

データ連携を

度は、個人情報

度は、政府及び

度及びシステム

度の実施にあ

しなければな

度の実施にあ

度の実施にあた

との連携可能

度では、各種の

原則として記載

ならない。 

度では、行政機

を確認できる

度は２０１３年ま

なる「番号」は現

るが、ここでは

ータ連携基盤

とその一環とし

のアクセスに関

やコードなど

 

提供者が主導

せるもので、政

に反するものは

ービスに汎用

を可能とする電

報の保護を徹

び自治体にお

ムでなければ

あたっては、行

らない。 

あたっては、公

たっては、イン

能性を検討し

の行政手続の

載・添付が不要

機関が保有す

仕組みを整備

までに導入され

現れてこない

は一切論じられ

盤 

しての自己情

関しては民間

の識別子は二

導する社会から

政府の徹底的

は、以下のいず

用可能な制度

電子行政の共

徹底するもので

おける自己に

ばならない。

行政機関による

公的 ICカード

ンターネットを

しなければなら

の申請等に際

要となるよう行

する自己に関

備しなければ

れなければな

いことに注意す

れていない。逆

情報へのアクセ

ID との連携

二義的なもの

ら納税者・消費

的な透明化に

ずれに合致し

度であり、個人

共通基盤であ

でなければな

関する情報の

る運用やアク

ドの整理・合理

を通じて利便性

らない。 

際して、既に行

行政機関にお

関する情報（ア

ばならない。 

ならない。 

すべきである。

逆に述べられ

セス基盤 

携を模索する

のである。（存

費者である国

に資するもので

しても受け入れ

情報保護を確

る。 

ならない。 

の活用を本人

セスの状況を

理化を行う。 

性の高いサー

行政機関が保

ける適切な情

アイデンティテ

。巷の報道な

れているのは、

在しないで上

17 

国民が主導す

でなければな

れられない。）

確保し府省・地

人が監視・コン

を監視する第

ービスを提供す

保有している情

情報の活用を

ティ情報）につ

などでは、「国

、 

上記を実現で

 

する社

ならな

） 

地方

ントロー

第三者

するた

情報に

を推進

いて、

民 ID」として

できるならば存

て

存
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国民 ID 制

 

これで、国民

 

最初に、大前

 

厚生経

失敗が

 

また、新たな

 

導入さ

 

まず、機能面

る。しかも、先

 

国民

のデー

 

上述のように

は、個人情報

ーによって監

 

個人情

監督機

 

また、データ

実際のデータ

の業務システ

目を予想する

テーティブな

12。その上、一

散型をとるべ

 
                   
10 以下は、現
11今からやる
12 ゼロ知識証

Nat Sakimu

制度の検討

民 ID 制度を検

前提として、以

経済学の第一

が生じるところ

な情報通信技

される制度は

面で言うと、国

先に定義した

ID制度は官

ータ連携基盤

に、日本にはプ

報保護法もオ

監督されなけれ

情報保護法の

機関および A

タ連携基盤の

タ連携基盤自

テムが独立し

ることは困難

なソースからデ

一箇所に集め

べき、というかそ

                  
現時点での筆

るなら REST A
証明を使った

ura 

討 

検討する準備

以下を掲げる。

一基本定理に

ろだけ政府が

術戦略より、

は、国民の情報

国民 ID 制度は

意味でのプラ

官民汎用可能

盤である。 

プライバシー保

オムニバス方式

ればならない

のオムニバス

ADR機能とし

ネットワークは

自体は、大き

して存在し、A

難であるし、オ

データを集め

めてしまうとそ

それしか選択

             
筆者の仮説で

API であろう

た u-prove の

 

備が整ったので

。 

にのっとり、民

が介入する。

以下も大前提

報主権を確立

は官民汎用可

ライバシーを徹

能な、プライバ

保護法制は無

式に転換する

い。 

ス方式への転

してプライバシ

は、官民汎用

なデータベー

API11提供をし

ーソリテーテ

たとしても、そ

そこが巨大な

択肢は無いだ

であり、今後検

う。 
のような技術も

で、以下に順

間に任せられ

提となる。 

立するものでな

可能な自己情

徹底しなけれ

バシーに配慮し

無いから、これ

ることが求めら

転換とプライバ

シー・コミッショ

用であるから、

ースを設けて

している分散

ティブなソース

その正統性を

攻撃誘引場

だろう。 

検証されてゆく

もあるが、一般

順次検討してゆ

れるところはで

なければならな

情報（Identity

ればならない。

した自己情報

れを制定する

られる。これは

バシー保護法制

ョナー制度の確

インターネッ

、そこを皆が

散モデルが考え

スは原理的に

をプライバシー

所になってし

くべきものであ

般化にはまだ

ゆく10。 

できるだけ民間

ない。 

y Attribute

 

報（Identity

るとともに、官

は、独立したプ

制の制定が必

確立が必要で

ットへの接続が

アクセスする

えられるが、事

に一箇所にはな

ーに配慮した

しまって危険だ

ある。 

だちょっと早い

18 

間に任せ、市

es）のデータ連

y Attribu

官民汎用可能

プライバシー

必要である。そ

である。 

が前提と考え

る中央集権モ

事前にすべて

ならない。各

た形で証明す

だ。したがって

いと思われる。

 

場の

連携基盤であ

utes）

にするために

ー・コミッショナ

その

えて良いだろう

モデルと、個々

てのデータ項

各所のオーソリ

るのは難しい

て、後者の分

 

あ

に

ナ

う。

々

項

リ

い

分
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データ

 

情報の連携の

けだと、情報

一方、法令に

ァイル」に基づ

ことが出来な

これにプライ

 

情報の

プライ

 

データを返す

公開鍵で内容

あろう。 

 

データ

Rest

 

また、こうして

キーマの標準

標準13に則り

 

データ

国際標

 

要求する対象

た任意の識別

テムも識別す

ある。識別子

 

識別子

ならな

われる

 

                   
13 ISO や IT
で十分であろ

Nat Sakimu

タの配置モデ

の許可は、法

報の連携に柔軟

に基づくものは

づいて情報要

なくなる。JAL

イバシー・コミッ

の連携の許可

イバシー・コミ

す側は、要求

容を暗号化し

タの転送に際

trictionす

て提供されたデ

準化が必要で

り、足りない部

タのスキーマ

標準化されな

象の人を特定

別子で良いが

する必要があ

子だけではなり

子は参加者間

ない。現状では

る。 

                  
TU-T である

ろう。 

ura 

デルは分散型

法令によるもの

軟さを欠く。本

は、許可され

要求をすべき

L の事例では

ッショナーも同

可は、法令によ

ッショナーの署

求した人・シス

して送信する

際しては、受け

するのが妥当

データは、出

である。これに

部分は国際的

マは標準化され

なければならな

定するには、そ

が、地方自治

ある。これらの各

りすましが簡単

間で同意が取

は、識別子、

             
る必要はない。

 

でなければな

のと本人の同意

本人同意に基

た取得項目に

きであろう。こう

は、要求者が自

同時に署名し

よるものと本人

署名した許可

テムだけに確

るのが確実であ

け取り手の公開

当である。 

出し手と受け手

に関しても、今

的な標準化の提

れなければな

ない。 

その識別子が

体の現状を鑑

各システムは

単なので不可

取れていれば

公開鍵のセッ

。当面 OASI

ならない。 

意に基づくも

基づくものは、

についてプラ

うすることによ

自分で署名し

しているような

人の同意に基

可証を必要とす

確実に渡るよ

ある。公開鍵

開鍵を利用し

手でスキーマ

今後はクロス

提案を行って

ならない。今後

が必要だ。これ

鑑みると住民

は第三者によ

可である。 

ば良いが、その

ットを信頼され

IS Open、IE

ものの２種類が

、前述の JAL

ライバシー・コ

よって、個々の

したファイルを

形が良いので

基づくものの２種

するものにす

うにしなけれ

鍵は、上述の要

して暗号化して

が共有されて

ボーダーが増

てゆくべきであ

後のクロスボー

れは、情報の

民コードなどが

って署名され

の正統性を証

れた第三者に

ETF, OpenID

が必要であろ

L の事例のよ

ミッショナーが

のシステムが勝

を提出していた

ではないだろ

種類が必要。

る。 

ればならない。

要求ファイル

て送ることによ

ていることが前

増えてくること

ある。 

ーダー社会を鑑

の要求システム

がよさそうに見

れたファイルに

明できる形で

によって署名す

D Foundatio

19 

ろう。法令に基

ような形で良い

が署名をした

勝手に要求項

たが、法令に

ろうか。 

。前者につい

そのためには

ルに入れてお

よって Audie

前提になる。し

とに鑑み、で

鑑みると、これ

ムと提供シス

見える。また、個

によって識別

で存在しなけれ

するのが妥当

on などのフォ

 

基づくもののだ

いだろう。 

た「情報要求フ

項目を増やす

に基づくものは

ては、

は、要求者の

くのが妥当で

ence 

したがって、ス

きるだけ国際

れは

テムが同意し

個別の各シス

別されるべきで

れば

に思

ォーラム標準

だ

フ

す

は、

の

で

ス

際

し

ス

で

準
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ユーザーの

クセスが考え

では難しい。

ったし、さらに

定された民間

 

 

*注１：人口普及

（出所：電子政

ユーザ

めのク

 

また、クレデン

ではまま見ら

など、セキュ

っていると、認

させてしまうと

に提示し選択

つのレベルに

                   
14 そもそも、

から注目され
15 フィンラン

も利用してい
16日本におい

人口（万人）

発行枚数（年）

人口普及率

＊注1

証明書の取得

発行機関

導入年 2

証明書

格納場所

発行方法

電子証明書
署

Nat Sakimu

自己情報アク

えられる。後者

実態ベース

にそれの利用

間発行になる

及率は、人口に

政府推進対応

ザーアクセス

クレデンシャル

ンシャルにつ

られるが、これ

リティ的にも危

認印を必要と

というような攻

択させるように

に分類するこ

                  
官発行・官配

れているらしい

ンドでは、この

いるとのこと。 
いても、平成２

エストニア

約134万人 約

約105万枚

（2009）

約

（2

約80％ 約

義務
（15歳以上）

義
（

民間 行

2002年 2

対面 対

署名・認証
各１枚

署
各

ICカード、（SIM

カード?）
IC
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